
 

中間前金払制度の一部改訂について 

 

宍粟市では、建設業を取り巻く厳しい経営環境を踏まえ、受注者の資金調達の円滑化を通じて

公共工事の適正な施工が確保されるよう、中間前金払制度の一部を改正しましたのでお知らせし

ます。 

 

改正前：当初の契約金額が 1,000 万円以上（税込）で、契約当初の工期が 60 日以上の建設工事 

改正後：当初の契約金額が 200 万円以上（税込）の建設工事 

 

適用年月日：令和７年４月１日以降の公告から適用 

 

１．中間前金払制度について 

契約当初の前払金（契約金額の 10 分の４以内）を支出した建設工事について、工事の中間

時点で一定の要件を満たしている場合に、保証事業会社の保証を条件として契約金額の 10 分

の２以内の前払金を追加で支払うものです。 

 

２．中間前金払の対象となる工事 

当初の契約金額が 200 万円以上（税込）の建設工事が対象となります。（前金払と同様） 

 

３．中間前金払の認定要件 

次の①～④の全ての要件を満たすことが必要となります。） 

① 契約当初に前払金の支払を受けていること。 

② 工期の２分の１（債務負担行為に係る契約については、この契約のうち各年度に係る部分を

それぞれ単独の契約とみなして、当該年度の工事実施期間の２分の１）を経過していること。 

③ 工程表により工期の２分の１（債務負担行為に係る契約については、当該年度の工事実施

期間の２分の１）を経過するまでに実施すべきものとされている当該工事の作業が行われてい

ること。 

④ 既に行われた当該工事に係る作業に要する費用が契約金額の２分の１（債務負担行為に係

る契約については、当該年度の出来高予定額の２分の１）以上の額であること。 

 

４．中間前払金の額 

契約金額の 10 分の２以内の額で、かつ、既に支払った前払金の額と合計して契約金額の 10

分の６を超えない額となります。（10 万円未満の端数は切り捨てとします。） 

 

５．中間前金払と部分払の選択 



中間前金払と部分払のどちらも対象とされている工事の場合には、契約締結時にいずれかを

選択し、その後、選択の変更はできません。 

部分払を選択した場合は、中間前金払を請求できず、中間前金払を選択した場合は、部分

払を請求できません。（ただし、債務負担行為に係る契約（年度ごとに出来高予定額を定めた契

約）について、各年度末の部分払とは併用できる場合があります。） 

 

６．中間前払金の請求手続 

① 認定の請求 

受注者は、「中間前払金認定請求書」（様式第３号）に「工事履行報告書」（様式第４号）及

び工程表等を添付して、中間前金払の要件を満たしていることの認定を市に請求します。た

だし、認定に疑義があるなどの場合には、この他に進捗の確認できる書類等の提出を求める

場合があります。 

②認定調書の通知 

市は、「中間前払金認定請求書」の提出後、直ちに中間前金払ができる要件を満たしてい

るか否かを判断し、「中間前払金認定調書」（様式第５号）で通知します。 

③④保証事業会社への中間前払金保証の申込・保証証書の発行 

受注者は、「中間前払金認定調書」を添えて、保証事業会社に中間前払金保証の申込をし、

保証証書の発行を受けます。 

⑤中間前払金の支払請求 

受注者は、「中間前払金請求書」（様式第２号）及び保証事業会社が発行した保証証書を

市に提出して、中間前払金の支払請求をします。 

⑥中間前払金の振込 

市は、支払請求を受けた後、原則１４日以内に受注者が指定する前金払用口座に中間前

払金を振込みます。ただし、特別な理由がある場合には、支払期限を延長します。 

 



 


